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人類を支える自然環境の安定性が、気候危機と

生物多様性の損失という2つの危機によって揺るが

されようとしています。地球の持続可能性の確保は、

世界的な最優先課題です。

この課題に対して、1992年のリオサミットで生まれ

た双子の条約、気候変動枠組条約と生物多様性条

約にもとづき各国で取り組みが進められています。気

候変動対策の分野ではパリ協定において、世界の平

均気温の上昇を産業革命以前に比べて2℃より十

分低く保ち、1.5℃に抑える努力をする目標が採択さ

れました。同目標のもとで国内においては、2050年

カーボンニュートラルを目指して対策が進められてい

ます。生物多様性の分野では、2022年12月に開催

されたCOP15(第15回締約国会議)第二部において、

愛知目標の後継となる新たな世界目標「昆明・モン

トリオール生物多様性枠組(KunmingｰMontreal Global

Biodiversity Framework)」(以下、GBF)が採択されま

した。

GBFでは、2050年ビジョンとして愛知目標と共通

の「自然と共生する世界」を掲げたうえで、「人々と地

球のために生物多様性の損失を止め、反転させ回

復軌道に乗せること」(ネイチャーポジティブ)を2030

年までのミッションとして位置づけて、そのための緊

急的な行動の目標(ターゲット)が合意されています。

ターゲットには、1)劣化した生態系の30％を再生・

復元、2)陸域と海域の少なくとも30％以上の保全

(
サーティ・バイ・サーティ

30by30目標 )、3)侵略的外来種の導入・定着率

の半減、4)自然が持つ調整力の減災等への活用、

5)ビジネスにおける生物多様性への影響評価・情報

公開の促進、6)官民で少なくとも年間2,000億ドルの

資金の確保などの23項目が盛り込まれています。さら

に、各国はCOP16までにGBFを踏まえた国家戦略を

策定し、COP17までに実施状況を報告すること、ま

た、その進捗を評価するためのレビューメカニズム構

築を進めることが合意されました。

GBFの採択を積極的に支持したわが国は、その実

現のうえでも率先した取り組みが求められます。政府

は、早速2023年3月に生物多様性国家戦略を改定

(閣議決定)しました。新たな国家戦略のもと、生物

多様性の関係施策を今後総合的に推進して、国内

において2030年ネイチャーポジティブの達成を目指

すことはもとより、国際的な支援を通じて地球規模で

の目標達成への貢献も期待されています。

当社は、これまでも生物多様性分野において幅広

い技術を活かして実績を積み重ねてまいりました。

GBFに関しても、30by30アライアンス※1メンバーとし

て、目標達成の鍵となる国内OECM※2制度創設に向

けた検討に携わりました。また、保護地域の指定管

理、希少種保全対策、外来生物対策、自然再生事

業の分野、深海を含む海域から陸域までのあらゆる

生態系の調査・モニタリングの分野、民間企業等の

生物多様性関連取り組みへの支援の分野等に、大

学や国研究機関の協力を得ながら、国内外で取り

組んできました。これらの幅広く豊富な経験と培って

きた技術を活かして、人と地球の未来のために、

2030年ネイチャーポジティブ達成に貢献すべく、今

後とも積極的に取り組んでまいります。

※1 30by30目標達成に向けた取り組みを進めるため、賛同、協力する

企業・自治体・団体からなる有志連合

※2 Other Effective area-based Conservation Measures

保護地域以外で生物多様性保全に資する地域

生物多様性の新たな世界目標「昆明・モントリオール生物多様性枠組」
～2030年ネイチャーポジティブを目指して～

いであ株式会社は30by30アライアンスメンバーです
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お部屋の健康診断

PCR検査法によるDNA診断

綿棒でふき取って送るだけ(送料無料)
お客様の状況に合わせた診断
プランを用意しております。

ホコリや汚れの中に存在する
ダニ・花粉・カビ・バクテリア・
トコジラミ・ヒゼンダニのDNA
量を測定して、お部屋の衛生
状態を評価します。

https://lifecare.ideacon.co.jp/

お申し込みは、Webショップから

そのほかにも身近な問題や
課題を解決するさまざまな
サービスを提供いたします。

食品の栄養成分分析
水道水に関わる

水質分析
土壌環境の

コンサルティング
PCB分析

診断報告書例

社会基盤の形成と環境保全の総合コンサルタント

事業内容

いであ株式会社
1953(昭和28)年5月
東京都世田谷区駒沢3-15-1
31億7,323万円
代表取締役会長　田畑 日出男
代表取締役社長　田畑 彰久
1,065名(2023年4月1日現在、嘱託・顧問を含む)

商 号

創 立

本社所在地

資 本 金

役 員

従 業 員 数

CORPORATE DATA

■建設コンサルタント事業
河川・海岸・港湾・道路・橋梁の整備・保全、交通・都市・地域計画、防災・減災対策

■環境コンサルタント事業
環境調査、環境評価・環境計画、自然環境の保全・再生・創造、環境化学分析、環境リスク評価、
廃棄物・有害化学物質対策、食品分析、衛生検査、生命科学

■情報システム事業
情報基盤の構築支援、防災・減災システム開発、気象・健康・生活情報の提供・配信

■海外事業
インフラマネジメント、環境保全・創出

当社は2023年5月2日に創立70周年を迎えました。これからも人と地球の未来のために貢献してまいります。




